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交通政策審議会 第２６回海事分科会 

平成２５年７月３日 

 

 

【大谷企画調査室長】  定刻になりました。まだ到着されておりません委員の方々もお

られますが、定刻となりましたので、ただいまから交通政策審議会第２６回海事分科会を

開催させていただきます。なお、竹内委員と河野委員からは所用のため若干遅れるという

ご連絡をいただいておりますので、よろしくお願いいたします。 

 委員の皆様には、大変お忙しいところをお集まりいただき、まことにありがとうござい

ます。私は事務局を務めさせていただきます海上保安庁交通部企画課企画調査室長の大谷

でございます。どうぞよろしくお願いいたします。当分の間、進行をさせていただきます。 

 本日の議題は、諮問第１７４号「船舶交通の安全・安心をめざした取組みについて」（中

間とりまとめ（案））のご審議をお願いしたいと存じます。 

 本日は、委員２１名中、現在１３名、後ほど１５名になりますが、交通政策審議会令第

８条第１項による定足数を満たしておりますことをまずご報告申し上げます。また、当分

科会につきましては、情報公開の観点から、会議自体を公開するとともに、議事録等を国

土交通省と海上保安庁のホームページで掲載することとしておりますので、ご理解いただ

きますようお願いいたします。 

 なお、第２５回、第１回目でございますが、海事分科会の議事録につきましては、各委

員にご確認いただきまして、既に国交省、それから海上保安庁ホームページに議題資料と

ともに掲載しておりますことを合わせてご報告申し上げます。 

 本会議に当たりまして、携帯電話等をお持ちの方はマナーモードへの切りかえをお願い

いたします。よろしくお願いいたします。 

 それでは、委員の紹介に移らせていただきます。 

 最初に、出席者のご紹介でございます。本日は第２回目の分科会でございますので、前

回ご都合により欠席されました委員の方をご紹介させていただきたいと思います。 

 全国漁業協同組合連合会顧問の服部委員でございます。 

【服部委員】  服部です。どうぞよろしくお願いします。 

【大谷企画調査室長】  もう１名、竹内委員につきましては、到着が遅れますというご

連絡ですので、到着されましたら、切りのいいところでご紹介をさせていただきたいと思
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います。 

 また、ご都合によりまして役員が交代された団体もございます。今回から出席いただく

ことになりました委員をご紹介いたします。全日本海員組合中央執行委員の立川委員でご

ざいます。 

【立川委員】  立川でございます。よろしくお願いいたします。 

【大谷企画調査室長】  ありがとうございました。 

 他の委員の方々につきましては、前回から役職など変わられた方もおられますけれども、

席上配付させていただいております席次表をもってご紹介に代えさせていただきたいと思

います。 

 なお、本日は、秋池委員、鎌田委員、友野委員、藤井委員、五十嵐委員、道田委員の合

計６名におかれましては、所用のため欠席でございます。 

次に、海上保安庁側でも７月から職員が交代しておりますので、紹介させていただきま

す。最初に、交通部長の永松でございます。 

【永松交通部長】  ７月１日付で交通部長を拝命いたしました永松でございます。前回

の委員会におきましては、政務課長として出席をさせていただきましたが、今回から担当

部長として出席をさせていただきます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

本日は、第３次交通ビジョンの中間取りまとめ案につきましてご審議をいただくという

ことでございます。貴重なご意見を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

【大谷企画調査室長】  続きまして、総務部政務課長の一見でございます。 

【一見政務課長】  政務課長の一見でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

【大谷企画調査室長】  次に、交通部安全課長の住本でございます。 

【住本安全課長】  安全課長の住本でございます。どうぞよろしくお願いします。 

【大谷企画調査室長】  それでは、次にお手元の資料の確認をさせていただきます。お

手元の配布資料一覧をごらんください。 

 その下に、配席図、議事次第、委員名簿がそれぞれ１枚ございます。また、今回、分科

会に先立ちまして、事前に委員の皆様に資料を送付させていただき、また説明をさせてい

ただきました資料につきましては、最終的な答申案というものをイメージしていただくよ

うにと考えまして、冊子の形で作成いたしました。また、委員の皆様のご意見を踏まえま

して、今回、資料の比較とか確認などがしやすいということで、今回はお手元の資料の形、

三部作で提示をさせていただきました。 
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 資料１につきまして、海上の安全状況（現状分析と動向）（案）が、２２ページ物が１つ。 

次に、資料２といたしまして、施策（案）、これは２４ページ物でございます。  

資料３といたしまして、計画期間及び計画目標（案）、これは２枚物の資料でございます。 

この１、２、３の資料と、その他に参考資料としまして、海難統計等ということで、３

２ページ物のちょっと厚いもの、それから用語集、これは５枚物でございますが、添付し

てございます。 

 不足等ありましたら手を挙げまして申しつけいただきたいと思います。 

 それでは、議事に入りたいと思います。 

ここからの議事進行につきましては、当分科会の落合会長にお願いしたいと存じます。

落合会長、よろしくお願いいたします。 

【落合分科会長】  落合でございます。 

 それでは、ただいまから議事進行を始めたいと思いますが、円滑な進行にご協力のほど

お願いいたします。 

当分科会に委ねられておりますのは、諮問第１７４号「船舶交通の安全・安心をめざし

た取組みについて」と、そういうものでございます。本日は、その中間取りまとめという

ものにつきまして、前回の論点を整理の上で、この分科会の審議を踏まえて、事務局のほ

うで案が用意されております。 

 それでは、最初に、この案につきまして事務局のほうから説明をお願いして、その後、

ご議論をいただこうと思っておりますので、それでは事務局のほうから説明をお願いいた

します。 

【田口企画調査室主任官】  承知いたしました。資料説明を担当いたします海上保安庁

交通部企画課企画調査室の田口と申します。どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、資料１、海上の安全状況（現状分析と動向）をごらんください。この資料の

ほとんどは５月の論点整理で説明させていただいたものでございますので、各ページの論

旨を簡単に説明させていただきたいと思います。 

 それでは、１枚めくってください。１ページでございます。安全対策への取組みといた

しまして、現行ビジョン、第２次のビジョンでございます。これの施策の取り組み状況を

１０ページにわたって整理してございます。 

１ページでは、現行ビジョンの全体像という形で示してございます。中段あたりからポ

ンチ絵で整理してございますが、ビジョンの策定の背景を整理しまして、基本理念を明確
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にして、今後５年間としての６項目の課題と、課題達成のための施策、また施策展開に当

たっての重要事項を整理して、３つの目標を掲げています。 

 次に、２ページをごらんください。２ページから７ページにわたりまして、６つの重点

課題を達成するための取り組みの状況を整理してございます。２ページは、まず１点目の

重点課題、海難分析・対策立案機能の強化として取り組んだ施策の状況を整理してござい

ます。 

海上保安庁と運輸安全委員会が実施しています海難原因の情報共有を図って、分析機能

を高めるということを目的としまして、総務省総合通信基盤局や水産庁、海事局、港湾局

など、海事関係行政機関で構成する関係省庁海難防止連絡会議というものを設置して、共

通する重点対象事項を定めて、連携・融合して効果的な対策を検討するというような体制

をつくったという内容でございます。 

 さらに、海難事例の分析やテーマを定めた安全対策についても専門家による研究会を設

置して、定期的な分析を行うようにしているものでございます。 

 次に、課題２、ＡＩＳの整備等を踏まえた航行安全対策、効率性の向上というものでご

ざいます。この第２次ビジョンの目玉の施策でございます。船舶自動識別装置（ＡＩＳ）

の情報により、海上交通センターの運用管制官が航行船舶の船名把握が可能となり、ＶＨ

Ｆ無線電話での呼び出しが容易になったということを踏まえまして、操船不適切船に対し

て個別に航法指導や勧告を行えるよう海上交通安全法と港則法の改正を行ったというもの

でございます。また、準ふくそう海域の安全対策といたしましては、海事関係者等の調査

研究を踏まえて、整流化方策の検討を進めているというものでございます。 

 ３ページ上段、一方、港則法を改正し、港内航路の管制を船舶の長さにより実施し、大

型の船舶同士の行き会いを可能としたというもの。また、台風等異常気象時に港長が避難

勧告や退去命令を行える等の制度を設けたというものでございます。 

 さらに、運用管制官、これは海上交通センターの管制官でございますが、これの育成研

修を実施し、資格認定制度の導入など、管制官の能力・資質の向上を図ったというもので

ございます。 

 ３ページ下段、課題３地域特性に応じたきめ細かな海難防止活動の推進でございます。

海難分析・対策立案機能の強化や、海事関係機関と連携した海難防止強調運動の展開、海

上保安部署の充実強化を図り、海難防止対策を講じているというものでございます。 

マリンレジャー活動に対しまして、知識・技能の定着促進に重点を置いた海難防止講習
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会等を実施しているというものでございます。 

また、漁船に対しましては、地域の操業状況等を踏まえまして、海難防止指導や漁協の

女性部によるライフジャケット着用推進員の活動の支援などを実施しているというもので

ございます。 

次に、４ページをごらんください。課題４特性を活かした安全情報の提供というもので

ございます。沿岸域情報提供システム、ＭＩＣＳと呼んでございますが、これの情報内容

の充実と利便性、迅速性を向上するため、ホームページの画面を全国統一化し、また、緊

急情報の携帯メール配信サービスを実施しているというものでございます。また、航法ガ

イドでは英語などの外国語による情報提供を開始しているというものでございます。 

５ページに、ＭＩＣＳの概念図、情報の流れを掲載してございます。説明は省略させて

いただきたいと思います。 

次に、５ページの下段、課題５ＩＴ等の最新技術を活用した安全対策の推進というもの

でございます。財団法人日本航路標識協会や国土交通省総合政策局が実施する「ＥＮＳＳ

の構築に関する調査研究」に参画し、電子航法支援システム（ＥＮＳＳ）でございますが、

これの性能要件の取りまとめ、試作システムの開発を行ってきたというものでございます。 

６ページの上段にＥＮＳＳのイメージ図を掲載してございます。カーナビのような電子

海図上に、ＡＩＳ仮想航路標識でございますとか、海域情報を表示させるというようなイ

メージのシステムをつくっていこうというものでございます。 

さらに、ＡＩＳ仮想航路標識の実用化実験を開始しているというもので、下の図に明石

海峡の実験海域での表示状況を掲載してございます。 

次に、課題６、６ページ下段でございます。航路標識の整備、管理のあり方といたしま

して、航路標識等の視認性、識別性の向上のため、光源のＬＥＤ化や灯浮標の浮体式灯標

化を実施している。また、電源の太陽光発電等のクリーンエネルギー化の導入を進めてい

るというものでございます。 

７ページでございます。航路標識の保守管理につきましては、定期保守業務の民間委託

化を実施しているということで、２４年度に全国展開を完了しているという状況になって

ございます。 

また、船舶の交通環境の変化、利用実態等を踏まえまして、役割の低下した航路標識約

２００基を廃止してきたというものでございます。 

図のほうで、航路標識の基数の推移を示してございます。平成１４年度で約５,６００基
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ございましたが、本年の４月１日現在で５,３２７基ということで、減少してきているとい

う状況にございます。 

 次に、資料７ページの下段でございます。（２）現行交通ビジョンの目標の達成状況とい

たしまして、３つの目標の達成状況を整理してございます。目標１は、ふくそう海域にお

ける衝突、乗揚げ海難の減少を目標としたものでございます。対象とした海難は、平成２

４年に７隻発生し、平成１３年から１８年の平均１⒎８隻に対して、６１％減少となり、

目標を達成したということでございます。 

その状況を８ページの上のグラフで整理してございます。２３年度に大きく減少した、

２４年は少し戻ってきたという状況になってございますが、目標は達成しているという状

況になってございます。 

次に、８ページの中段でございます。２つ目の目標、台風・異常気象下の港内における

海難ゼロを目指すというものでございます。平成２２年の法改正で避難勧告制度を導入し

た以降、港長の勧告等に従わない１,０００トン以上の大型船舶による港内での海難はゼロ

ということで、目標を達成したということでございます。 

次に、９ページでございます。目標の３つ目です。プレジャーボート海難、プレジャー

ボートからの海中転落に係る死者・行方不明者数を２０％程度減とするものでございます。

平成２４年は２２名の死者・行方不明者の発生となってございます。平成１５年から１９

年の平均４５.８名に対しまして約５２％減少ということで、目標を達成しているというこ

とでございます。 

グラフで、赤と青の折れ線グラフがございますが、青の部分が死者・行方不明者数の推

移を示してございます。 

続きまして、１０ページでございます。現行ビジョンの評価結果としまして、４つの課

題と今後の方向性というものが２４年度の政策レビューの結果としてまとめられてござい

ます。 

１点目は、ふくそう海域の安全対策というものでございます。衝突・乗揚げ海難が大幅

に減少しており、この発生水準を維持することを課題といたしまして、海上交通センター

の適格な情報提供、監視の強化、管制官の知識・技能の習得等、不断の運用が必要という

ものでございます。 

２点目が、港内の安全対策でございます。台風・異常気象下の港内における大型船舶の

海難ゼロを維持していくということを課題といたしまして、港外避難した船舶の海難防止
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を含め、勧告制度等事故防止対策を的確に実施していくというものでございます。 

３点目は、小型船の安全対策でございます。プレジャーボート海難、漁船海難は依然と

して高い水準であるということを課題といたしまして、小型船舶の安全対策等、関係省庁

と連携した施策について、具体的な連携方策まで踏み込んだ施策を提案していくというも

のでございます。また、緊急情報の配信サービスについても、利用者の要望を踏まえたシ

ステムの改善を図っていく、利便性に配慮した情報提供を行っていくということになって

ございます。 

４点目でございます。最新技術の活用ということで、ＥＮＳＳ及びＡＩＳ仮想航路標識

の実用化によるさらなる船舶交通の安全性の向上等を課題といたしまして、早期実用化に

向けた関係機関との連携・調整を図っていくということでございます。 

次に、１１ページ、２船舶事故の現状及び原因でございます。まず、１１ページでは、

全体傾向として、棒グラフで過去１０年の推移を示してございます。船舶事故の年平均約

２,５００隻というところで、平成１６年の２,８８３隻をピークとしまして減少傾向にな

っている。平成２４年では最も少ない２,２６１隻となってございます。 

また、過去５年間の事故の船舶の種類別で示したものが下の円グラフでございます。左

側が小型船舶の海難、プレジャーボート、漁船、遊漁船、これが全体の７割を占めている

ということが示されてございます。右のグラフは、死者・行方不明者数を伴う事故を示し

てございます。やはり小型船舶が多くを占めてございまして、全体の９割を占めていると

いう状況になってございます。 

次に、１２ページをごらんください。ここからは海域別で整理してございます。 

ふくそう海域の事故の状況を整理してございます。中央の円グラフでは、過去５年間の

事故を海域別で整理してございまして、ふくそう海域の事故は全体の２割を占めていると

いう状況になってございます。また、下の２つの円グラフで示してございますが、ＡＩＳ

搭載船舶の通航隻数と事故隻数を日本船、外国船で比較してございまして、外国船舶の事

故の発生確率が日本船舶の３倍と、非常に高い状況になっているということを示してござ

います。 

次に、１３ページでございます。準ふくそう海域でございます。１２ページの円グラフ

で示しておりましたように、準ふくそう海域の事故は全体の１割という状況になってござ

います。中段の地図に丸で囲んでいるところ、例えば石廊埼沖とか大王埼沖、こういった

変針点の付近で事故が集中しているという状況になってございます。地図に赤い線で示し
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てございますのがＡＩＳの船舶の航跡でございます。丸で囲んだところがちょうど変針点

になっているという状況にございます。 

また、下の円グラフで、海域別の衝突・乗揚事故隻数の割合、これと死者・行方不明者

等の重大海難の発生割合を示してございます。準ふくそう海域、グラフのピンクのところ

でございます。過去５年間で３９４隻の衝突・乗揚海難が発生しているということに対し

まして、重大海難が４２隻ということで、１０.７％が重大海難に発展しているという状況

でございます。港内やふくそう海域に対して発生確率が高いということが確認いただける

かと思います。 

次に、１４ページでございます。１４ページでは港内の事故の状況を整理してございま

す。港内では全体の４割の事故が発生しています。中段のグラフでは総トン数１００トン

以上の船舶の衝突・乗揚海難について整理しております。これにつきましても、全体の４

割が港内で発生しているというところでございます。 

下の写真は、昨年２月に新潟港内で外国船舶同士が衝突しまして、１隻が沈没し、沈没

船が撤去されるまでの３カ月間、周辺海域での船舶の航行が禁止されたというような事例

でございます。 

続きまして、１５ページでございます。小型船舶の海難事故の状況を整理いたしました。

１１ページで、船舶種類別の割合というところで、全体の７割を占めているということを

説明いたしましたが、プレジャーボートと漁船・遊漁船の事故の種類、原因についてグラ

フで整理してございます。 

まず、プレジャーボートでございますが、左上のグラフのとおり、機関故障でございま

すとか、運航阻害という事故が多く発生していまして、右上のグラフで、その原因につい

て整理してございます。機関取扱不良、また船体機器整備不良、こういったものが多くな

っている。具体的には、燃料の欠乏ですとか、バッテリーの過放電などに起因するという

ものが多く含まれております。 

下のグラフ、漁船・遊漁船の海難事故の状況でございます。衝突事故が全体の３割を占

めているというところでございまして、その原因につきましては、右のグラフで、見張り

不十分が多くを占めているという状況になってございます。 

続きまして、１６ページをごらんください。現行交通ビジョン策定後の環境の変化とい

うものでございます。平成２０年度に現行ビジョンが策定され、それ以降の変化というこ

とで、まず１点目が、航行環境の変化としまして、交通ルールを定めています港則法及び
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海上交通安全法の一部改正について整理してございます。 

改正概要といたしましては、危険防止のための航行援助を充実させたということで、ポ

ンチ絵の左側に赤字で整理している内容のものが新たに追加されてございます。危険防止

のための情報提供でございますとか聴取義務、こういったものが制度化されてございます。 

また、海域特性に応じた新たな船法を設定いたしまして、ポンチ絵の右側のほうで赤字

で整理してございますが、追い越しの禁止などの制度化を行ったというものでございます。 

次に、１７ページでございます。船舶の大型化として整理してございます。右上の棒グ

ラフ、こちらのほうが三大湾での主要港の入港船舶の隻数と総トン数、これから１隻当た

りの平均トン数を整理したというものでございまして、１０年間で約１.３倍の大きさにな

っているということを示しています。 

また、下の棒グラフでは、貨物輸送に占める海上輸送の依存割合を示してございます。

左の棒グラフは国内輸送のものでございまして、全体の３割から４割を海運が占めている。

右のグラフは国際貨物の輸送でございまして、ほぼ１００％海運が占めているという状況

となってございます。海難が発生した場合に、被害拡大の蓋然性が高くなり、物流に影響

を与え、社会的影響が著しくなるということが言えようかと思います。 

今後も国際コンテナ戦略港湾、国際バルク戦略港湾の整備の進展によりまして、船舶の

大型化、交通量の増大というものが見込まれるということを整理してございます。 

続きまして、１８ページでございます。技術の進展ということで、１点目がＡＩＳの搭

載義務化を整理してございます。ＳＯＬＡＳ条約の改正を受け、右の表に示してございま

すとおり、一定の船舶に対して、平成１４年７月から２０年７月にかけまして段階的に搭

載が義務化されたという状況となってございます。 

 下の図でＡＩＳの概要を整理してございますが、説明は省略させていただきたいと思い

ます。 

 次に、１９ページでございます。ＡＩＳを活用した航行支援システムの現状といたしま

して、海上保安庁が実施していますＡＩＳによる航行支援の概要をまとめてございます。

日本地図に示してございますように、小笠原諸島方面を除いて日本の沿岸をＡＩＳでカバ

ーしているという状況になってございます。領海は十分カバーできているという状況にご

ざいます。 

 ＡＩＳによる支援の内容といたしまして、ポンチ絵の下のほうで整理してございますが、

強風による走錨の海難防止、また、乗揚げ海難の防止ということで、個々の船舶に対して
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注意喚起を行っているというところでございます。また、気象情報や津波発生時の情報提

供を実施しているところでございます。 

 次に、２０ページをごらんください。ＥＣＤＩＳの搭載義務化と、またＩＣＴの進展と

いう内容をまとめてございます。 

 まず、ＥＣＤＩＳのほうですが、ＳＯＬＡＳ条約の改正によりまして、電子海図表示装

置（ＥＣＤＩＳ）の搭載が、表に示してございますように、旅客船におきましては５００

トン以上、タンカー、貨物船にあっては３,０００トン以上の船舶に対して、２４年７月か

ら段階的に搭載ということで、３０年７月までにかけて義務づけされていくということと

なってございます。 

 次に、中段、ＩＣＴの進展でございます。電波法施行規則の改正によりまして、５ＧＨ

ｚ帯無線アクセスシステムの海上利用が可能となったということ、また、スマートフォン

やタブレット、こういったものの普及をしていく状況にあります。 

こういった状況を踏まえまして、今後、海上ブロードバンド環境を活用した陸上と船舶

間の情報共有の高度化が期待されるということを整理してございます。 

 次に、２１ページをごらんください。航路標識の整備といたしまして、厳しい予算状況

の中で、選択と集中、コスト縮減の徹底、こういった効果的な航路標識の整備が求められ

ているということを整理してございます。 

 ４番目としまして、東日本大震災における船舶・航路標識の被害状況をまとめてござい

ます。船舶の被害状況では、津波により、貨物船、漁船、プレジャーボートなど、多数の

船舶が漂流、座礁、沈没などの被害を受けたということ、また、東京湾の避難船舶の密集

状況といたしまして、２２ページの上のほうに発災前日と発災当日の状況を整理してござ

いますが、港内から避難船舶が湾内に多数避難して滞留した。約４００隻の避難船舶が密

集した状況となってございます。 

２２ページの中段でございます。航路標識の被害状況でございます。青森県から千葉県

にかけまして１５８基の航路標識が被害を受けまして、うち５９基が倒壊ですとか傾斜、

こういった大きな被害に至っているという状況を整理してございます。 

以上が資料１、海上の安全状況でございます。 

【大谷企画調査室長】  途中ですみません。先ほど竹内委員が到着されていまして、前

回紹介させていただいておりませんので、ご紹介いたします。東京女子大学現代教養学部

国際社会学科教授の竹内委員でございます。 



 -11-

【竹内委員】  竹内でございます。遅刻して申しわけございません。よろしくお願いい

たします。 

【大谷企画調査室長】  ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、資料のほうの説明をよろしくお願いします。 

【田口企画調査室主任官】  続きまして、資料２、施策（案）を説明させていただきま

す。 

 １枚めくっていただきますと、まず長期的な船舶交通安全政策の方向性というものでま

とめてございます。今後５年間の政策を長期的な方向性を見据えて整理するとした考えで、

まず長期的な方向性をまとめたというところでございます。ここにつきましては、事前説

明の中では文書化したものは提示させていただいておりませんでしたので、読み上げさせ

ていただきたいと思います。 

 安全で安心な社会は、国民全ての願いであり、船舶交通安全政策にあっては、海難のな

い社会を実現することが最終的な目標である。 

 近年、ふくそう海域においては、海上交通センターにおけるＡＩＳ情報を活用した情報

提供、指示・勧告等の制度化及び設備等の機能強化によって、海難減少に大きな効果が確

認された。今後、対象海域、対象船舶を拡大しニーズに応じた適切な安全対策を実行する

ことで、我が国の船舶交通の安全性が飛躍的に向上するとともに、効率性・定時性の向上

にも大きく寄与することが期待される。 

 そのためには、全ての船舶交通の実態を適時適切に把握し、我が国周辺海域を航行する

船舶の全てが、例えば、航行海域、目的地に応じて適時適確な安全情報の提供を受けるこ

とができる仕組みを構築することが必要である。特に、ふくそう海域を初めとする海難多

発海域においては、船舶事故を防止するための指導等を確実に受けることができる仕組み

により、安全・安心な航行環境を構築することが重要である。 

このような航行環境を実現するため、新技術の積極的な活用、制度の不断の見直しを通

じ、船舶交通安全政策の質の向上を図っていく必要がある。例えば、小型船舶にあっては、

船舶事故を防止する思想を高める環境を構築し、さらに、スマートフォンなどの新たな情

報ツールを利用した安全情報の提供、指導体制を拡充することで、より効果的に安全対策

を行うことができるようになろう。 

海上保安庁においては、このようなさまざまな取り組みを関係機関と連携し総合的に推

進することにより、海難事故の大幅な減少を目指すこととし、長期的には、２０２０年代
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中に現在の海難隻数を半減させることを目指すべきである。とまとめさせていただいてご

ざいます。 

次に、基本認識というところでございます。ここでは６項目にわたって整理させていた

だいてございますが、項目のとおりでございます。項目だけ読み上げさせてもらいたいと

思います。１点目は安全の確保と効率性の向上というものでございます。２点目が総合力

の発揮、３点目が新技術への積極的取組みというものございます。 

次のページになります。４点目が業務執行体制の強化、５点目が社会資本の適切な維持

管理、６点目が大規模災害対策というものでございます。 

次に、今後５カ年の課題と課題解決のための重点施策としまして整理してございます。

（１）ふくそう海域の安全対策というものでございます。課題につきましては、省略させ

ていただきまして、施策の概要を説明させていただきたいと思います。 

 ３ページでございます。施策の１、１点目としまして海上交通センターの機能充実とい

う部分でございます。情報聴取義務海域において、レーダーの不感地帯が存在していると

いう状況にございます。このためレーダー局を増設し不感地帯の解消を図っていくという

ものでございます。 

また、災害時においても継続して運用するため、予備系の電源でございますとかレーダ

ーの二重化整備を行っていくということ、また、今後、利活用が見込まれるＡＩＳ仮想航

路標識の運用に対応した次世代訓練用シミュレーターの整備を行っていくというものでご

ざいます。 

中段にポンチ絵で示してございますが、関門海峡西方海域のレーダー不感地帯の現状を

示してございます。緑のところがレーダーで今確認できないといった状況になっていると

いうものでございます。 

次に、施策１の２点目、運用管制官等の育成体制の強化というものでございます。語学

力の向上、また外国船舶に対応した実例などのシミュレーション訓練等、研修の充実、ま

た専従教官の配置、研修生の拡大を図っていこうというものでございます。ポンチ絵につ

きましては、シミュレーション訓練の実施状況を整理してございます。 

 次に、４ページでございます。課題の説明は省略させていただきます。施策といたしま

して、来島、関門、明石海峡の全域にわたる詳細で正確な潮流情報を提供するための観測・

解析を行い、面的なシミュレーションを作成し、検証していくというものでございます。

その結果を、ホームページでございますとか、潮流信号板、こういったもので提供してい



 -13-

くということでございます。 

 資料５ページにポンチ絵で示させてもらってございます。潮流の観測から提供まで、一

連の整理について絵で示させてもらったというものでございます。 

 次に、５ページの下段、課題の３つ目の部分でございます。ここでは来島海峡の特殊な

航法の問題を整理してございます。 

 ６ページで施策を整理してございますので、そちらのほうをごらんください。６ページ、

新たな航法の検討というものでございます。新航路法線の策定、順中逆西航法の解消の可

否について、客観的な評価も交えた検討を行っていくということでまとめてございます。

下段に過去５年間の来島海峡航路周辺での衝突の海難発生位置を表示してございます。航

路西側の出入り口付近で多く発生しているということが確認できてございます。 

 続きまして、７ページでございます。（２）準ふくそう海域の安全対策というものでござ

います。課題解決のための施策といたしまして、船舶交通の整流化等が必要な海域を選定

し、分離通航方式や推薦航路の採用を視野に入れた整流化方策を検討していく。また、整

流化に伴って生じる新たな進路交差による衝突リスクの軽減の検討を行っていくというも

のでございます。 

 また、航路標識を物理的に設置できない海域については、ＡＩＳ仮想航路標識の利活用

を含め検討していくというものでございます。 

 中段のポンチ絵で整流化のイメージを整理してございます。菱形に十字のマークがＡＩ

Ｓ仮想航路標識でございまして、ＡＩＳの画面上にこのマークを表示させて、その間をセ

ンターラインとして分離通航させるというイメージでございます。分離通航の両端、赤の

楕円で囲んでいる部分に新たな進路交差による衝突リスクの発生というものが想定されて

くるというところで、今後の対策の検討が必要というものでございます。 

 続きまして、下段、（３）港内船舶交通の効率化・安全対策というものでございます。課

題につきましては省略をさせていただきまして、次の８ページでございます。施策としま

しては、監視対象エリアを港内全域に拡大しまして、情報聴取義務海域を設定する。また、

同一港内に複数の港内管制室が存在する港では、集約を図り一元的な動静監視と情報提供

体制を整備するというものでございます。 

 港内交通管制室の強化イメージといたしまして、下の図で整理させてもらってございま

すが、京浜港の現状と今後という整理でございます。現状では、東京、川崎、横浜の３カ

所に管制室がございまして、それぞれの港区に設定されております管制水路、緑の部分で
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ございますが、こちらのほうの船舶の動静管制を行っているという状況でございます。 

 今後としましては、右の図のように、港内全体を１カ所の管制室に集約しまして、ピン

クで囲んだ部分、全域で船舶の動静監視と情報提供を行う、また管制水路の航行管制を実

施していくというものでございます。また、情報聴取義務海域を設定していきますという

ものでございます。 

 次に、（４）小型船舶の安全対策のところでございます。９ページになります。施策の説

明をさせていただきます。１点目としまして、海難分析を発展・活用した安全対策の企画

立案体制の強化といたしまして、海難分析を強化し、特に重大海難については安全対策の

検討まで視野に、詳細な分析を行い、その能力を発展・活用し、中央から現場までの組織

の階層別に海難傾向の把握、対策の企画立案、海難防止対策を推進するというものでござ

います。中段に、海難防止対策のマネージメントということで、全体的なイメージを整理

してございます。 

 施策の２点目としまして、関係省庁等と連携した、安全対策の検討及び効果的な施策の

推進というものでございます。現場海域での訪船指導の方法、要員等、より実効のある海

難防止指導のあり方を構築すべく、検討していくというもの、さらに、１０ページになり

ます。小型船舶操縦免許の取得（更新）講習、こういったところでの指導の裾野を広げて

いくということ。また、海上安全指導員等民間ボランティアと連携した巡回指導の強化、

水産庁が推進します安全推進員と連携した、指導・啓発体制を強化していくというもので

ございます。 

 また、３点目の施策としまして、電子メールを活用した緊急情報の充実強化というもの

でございます。緊急情報の配信項目の充実、利便性、またスマートフォンの急速な普及等

の情勢に対応したシステムの改良を図っていくというものでございます。 

 施策の４番目としまして、簡易型ＡＩＳの普及促進というものでございます。小型船舶

に対して、ＡＩＳ搭載に関する海難防止効果等の有用性を周知啓発し、普及促進を図る。

なお、簡易型ＡＩＳの有効性やＡＩＳ船舶衝突警報の有用性等を検証するための社会実験

に取り組むというものでございます。 

次に、（５）航路標識の整備・管理のあり方でございます。１１ページに施策をまとめて

ございます。１点目、航路標識の最適配置の推進といたしまして、個々の光波標識の必要

性を評価するための手法、その基準策定のための技術的な検討を踏まえ、機能が重複し必

要性が低下した光波標識の廃止、あるいは配置の適正化を進めていくというものでござい
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ます。 

あわせて、海上保安庁長官の許可により設置・管理される航路標識の許可基準のあり方

を検討していくというものでございます。 

一方、ロランＣチェーンにつきましては、順次廃止を進めていく、また、ディファレン

シャルＧＰＳにつきまして、アメリカによるＧＰＳ衛星の近代化でございますとか、我が

国の準天頂衛星が運用開始し、こういったものの状況を踏まえて、そのあり方を検討して

いくというものでございます。 

 次に、１２ページでございます。航路標識の適確な維持管理・更新という施策でござい

ます。航路標識の耐震補強・耐波浪対策を講じていくことにより、持続的な海上交通の安

全確保を図っていくというものでございます。 

 それと、低廉化対策としまして、航路標識機器の汎用品の導入でございますとか、ダウ

ンサイジングや交換部品の周期延伸、こういったものを推進していくというものでござい

ます。長寿命化対策としまして、腐食劣化診断の新技術の開発を行っていく。それと保守

の省力化整備を推進しまして、障害時における臨時保守の民間委託化を拡大していくとい

うものでございます。 

施策の３点目としまして、灯浮標をプラットホームとした気象情報提供システムの整備

というものでございます。昨今の技術の進歩によりまして、気象観測装置の小型・省力化

が図られ、灯浮標への設置が可能となり、またＡＩＳ航路標識が開発されたことで、実運

用海域における気象の提供を実施していくというものでございます。 

１３ページにポンチ絵で示してございますが、従来では陸上の灯台で観測していたとい

うものを、海上の灯浮標に気象観測装置を設置しまして、ＡＩＳを使ってタイムリーに情

報提供していくというものでございます。 

次に、（６）大規模災害における船舶交通の安全対策でございます。課題につきましては

省略させていただきまして、施策の１番、避難勧告等の確実な伝達手段の検討及び既存の

安全対策の見直しというものでございます。 

１４ページになります。避難勧告が伝達されなかった場合に備え、自主的な安全対策の

規約づくりを推進する。また、避難勧告等が在泊船舶に適切に伝達されるように、各港の

状況に応じた代替の伝達手段を確保するというものでございます。 

また、緊急離桟時の安全対策強化等の大型危険物積載船に係る行政指導指針の見直し、

新想定に基づく津波防災情報図を活用した既存の安全対策の見直しを進めるというもので
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ございます。 

施策の２点目、港内から湾内まで一体的な情報提供のあり方の検討でございます。同一

港内に複数存在する港内交通管制室を統合しまして、一元的な船舶の動静監視体制及び情

報体制を構築するというものでございます。 

また、港内から湾内にかけての一体的な情報提供のあり方について、ＡＩＳ仮想航路標

識を用いて情報提供するなど関係機関と海上交通センターの有機的な連携方策を検討する

というものでございます。 

１５ページにポンチ絵で東京湾のイメージを掲載してございます。港内の安全対策とし

た施策で、京浜港にある３つの港内の管制室を集約しまして、港内全域の安全対策を図る

という整理でございました。その集約した管制室と湾口にあります東京湾海上交通センタ

ーが連携しまして、港内から湾内まで一体的な情報提供を実施していくというものをイメ

ージしてございます。東京、川崎、横浜から多数の船舶が湾内に避難しますので、どこの

避難海域に行くべきかということ、集約した管制室が一元的に情報を提供し、ＡＩＳによ

って避難海域の表示ですとか沈没船の危険海域の表示、こういったことを行っていくとい

うイメージを整理してございます。なお、東京湾のほかに大阪湾、伊勢湾、三大湾のほう

に展開していくということを整理してございます。 

次に、課題２は航路標識の関係でございます。施策を説明させていただきます。 

１６ページになります。１点目が航路標識の耐震化、自立型電源化の整備というもので

ございます。強度が劣化した航路標識の耐震補強、耐波浪補強の整備を進め、また、航路

標識用の電源の自立型電源化を進めるというものです。なお、自立型電源化には、省電力

化が必要ということで、航路標識用光源のＬＥＤ等新光源への移行を推進するというもの

でございます。 

施策の２点目といたしまして、航路標識の防災・減災にかかる体制の整備というもので

ございます。東日本大震災を教訓として策定しました「航路標識の災害対策の推進に係る

基本計画」について、地震想定の変更等の状況に合わせて見直しを図っていくというもの

でございます。 

１７ページでございます。また、特定の浮標基地等に復旧資機材を集約し、迅速な復旧

活動に資するよう災害復旧拠点の体制を整備するというものでございます。 

次に、（７）戦略的技術開発でございます。ここにつきましても施策について説明させて

いただきます。１点目が次世代ＡＩＳの国際標準化というものでございます。次世代ＡＩ
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Ｓの開発を我が国主導で進め、国際標準化の実現を図っていくというものでございます。 

１８ページにポンチ絵で示してございますが、現行のＡＩＳと次世代のＡＩＳの内容を

比較してございます。高速度の通信、また周波数の拡大、遠距離の通信を可能とする次世

代のＡＩＳを開発していくというものでございます。 

２点目がＩＣＴの発展・普及を踏まえた情報提供技術の検討・開発でございます。ＡＩ

Ｓを活用した多種多様な支援情報の提供としまして、船舶操船者がより判断しやすくなる

ようシステムの構築を目指すというもので、簡易型ＡＩＳとかスマートフォン、タブレッ

ト型端末、こういったものでも活用できるようなシステムにつきまして、関係機関・団体

等と連携して推進していくというものでございます。さらに、入手可能な多種多様、リア

ルタイムなデータの定量化、分析についての技術を検討していこうというものでございま

す。 

 再掲になりますけれども、簡易型ＡＩＳの有効性、ＡＩＳ船舶衝突警報の有用性の検証

というものの社会実験に取り組むというものでございます。 

 次に、課題の２番、老朽インフラの増加への対応でございます。 

施策の１点目、１９ページになります。航路標識の診断技術の開発としまして、鋼構造

物の性質等から老朽度を的確に見極める判断技術、腐食劣化診断モニタリング技術という

ものを国土交通省総合政策局と連携して開発を進めるというものでございます。 

施策の２点目としまして、省電力高輝度光源の開発というものです。ＬＥＤや有機ＥＬ

等の新素材、これによる高輝度化・省電力化した新光源を開発するというものでございま

す。 

また、新光源の開発にあわせ、光通信技術を用いた新たな情報提供について検討すると

いうものでございます。 

２０ページに、そのポンチ絵、イメージを整理してございます。光通信によりまして、

例えば航路の側線を示したり、航路標識の名称や位置、こういった情報が提供できるよう

なものを考えていきたいというもので、デジタルカメラなどの一般市販されている機械で

利用できるものを検討していこうというものでございます。 

次に、課題の３点目でございます。施策の説明をさせていただきます。海潮流データの

常時収集体制の構築というものでございます。新技術を導入した漂流ブイや自律型海洋観

測装置等を用いて海潮流や水温等の海況データを通常期収集して、我が国周辺における海

況の常時把握体制を構築するというものでございます。 
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２１ページにポンチ絵で整理させていただいてございます。自律型海洋観測装置により

まして、海況データを収集していくということ。また、イリジウム漂流ブイを多数漂流さ

せまして、面的な海洋変動の常時実態の把握を行っていくということを示してございます。 

次に、２２ページでございます。３施策展開にあたっての重要事項で、１点目が規制・

制度の不断の見直しでございます。今後においては、社会経済の変化、船舶交通を取り巻

く状況、海難発生状況等の実態を点検し、これまでに講じてきた施策について、関係者か

ら意見聴取を積極的に行うとともに、ＰＤＣＡサイクルの実行を通じてより効果的な安全

制度となるよう、既存の規制・制度を常に見直すことが必要であるというものでございま

す。 

次に、2点目が関係機関との連携強化でございます。国におきましては、今後、複雑化す

る船舶航行環境を踏まえ、海難防止に係る各分野の水平的連携の強化を図り、小型船舶の

海難防止対策などの重要な課題に総合力をもって取り組むことが重要であるというもので

ございます。 

２３ページに地域の連携を整理してございます。地域におきましては、今後、協力体制

をさらに強化し、海難防止活動を共同して行う仕組みを進めることが重要である。また、

大規模災害発災後は、港湾の迅速な現状回復などにおいて、国と地方公共団体との連携強

化がこれまで以上に求められることから、種々の事態を想定した連携体制を強化すること

が重要ということで整理してございます。 

 次に、（３）国際協力の推進でございます。新たに開発した技術や、次世代のＡＩＳ等世

界的ニーズが高まっている技術について、ＩＭＯやＩＡＬＡの国際機関において我が国主

導の国際標準を進めていくというものでございます。 

 また、海上保安庁が有する高い技術力を持って、開発途上国に対するインフラ整備に係

る技術支援、人材育成支援等、国際貢献を積極的に取り組む。 

 それと、我が国を航行する外国船舶の船員の主要な供給元となっている近隣諸国と効果

的な航行安全対策に取り組むことで、外国船員の質の向上を通じて、我が国の外国船舶の

海難防止に資するというものでございます。 

 ２４ページに関係する写真を整理してございます。説明のほうは省略させていただきた

いと思います。 

 続きまして、資料３、計画期間及び計画目標（案）でございます。 

 １枚めくってください。計画期間のところでございます。社会的ニーズに合致した効果
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的、効率的な実施を図るため、おおむね５年を目標としまして、船舶交通を取り巻く環境

に適確に対応するため、必要に応じて見直すということでまとめてございます。 

計画目標でございますが、３点の目標を考えてございます。１点目は、ふくそう海域に

おける衝突・乗揚げ海難の発生水準の維持というもので、単に海難の隻数だけではなく、

通航船舶との関係も踏まえた水準として現在分析を進めているというところでございます。 

２点目は、港内における衝突・乗揚げ海難の減少としまして、数値目標を設定していき

たいと考えてございます。具体的には、京浜港での港内全域の船舶の動静監視、情報提供

というものを推進していくというところを踏まえまして、どの程度の海難減少が見込める

かというところを現在分析しているところでございます。 

３点目は、小型船舶における海難の減少としまして、数値目標を定めていきたいと思っ

てございます。この部分につきましては、小型船舶操縦免許の取得講習、更新講習、こう

いったところの安全指導、実際には先行的に実施している保安部がございますので、そち

らの実績を踏まえまして、全国的に展開することでどの程度の海難減少が見込めるかとし

て、現在分析を進めているというところでございます。 

第３回目の分科会のところでは、こういった数値目標を示させていただきたいと思って

ございます。 

ちょっと時間がかかってしまいましたが、以上で資料説明を終わらせていただきます。 

【落合分科会長】  どうもありがとうございました。 

 最終的な取りまとめに向けて、ここはぜひこのように直す必要があるとか、この辺のと

ころはもう少し詳しくする必要があるとか、いろいろ、ぜひご意見等を出していただきた

いと思います。 

 それでは、どの点からでも結構でございますので、いかがでしょうか。 

【小島委員】  日本船長協会の小島です。 

いろいろご説明ありがとうございます。ところで、日本船長協会では、今年の目標とし

て、「見張り」を徹底する方向で、いろいろな会議、それから講習会等でもやっていこうと

思っています。この間の「あたご」の判決、それから金華山沖の漁船、それから大阪湾の

漁船とコンテナ船、これは時間的にも朝の４時ごろです。私も、経験としては、銚子の沖

で朝の４時ごろ危なかったこともあります。それで、とにかく見張りを両方がしっかりや

ることを徹底すれば、大きな事故を少なくすることになるのではないかと思います。ＡＩ

Ｓ、ＥＣＤＩＳ等の機器がどんどん発達してきて、若い航海士などは、どうしてもそれば
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かりに頼ってしまうのです。とにかく前を見ろ、前を見ていれば何かがあるからと。港か

ら出てきて漁場に向かう漁船も、その時間帯は非常に危ないぞ、だから早目に大きくよけ

ろということをいつも言っていました。 

そこで、お願いですが、漁船のほうも出漁する時間帯、漁場まで行く際、漁労していな

いので衝突予防法は動力船扱いです。ですので、漁船の方たちもいろいろな作業の準備が

あると思いますが、これについては、大型船も、東京港とか、朝、大阪湾に入っていく時

間帯にちょうどぶつかるので、漁船の方も互いにしっかり「見張り」をしてほしいという

ことを強く申し上げたいと思います。 

以上です。 

【落合分科会長】  ありがとうございました。その見張りは、事故を防止する基本的な

手段ですが、そういう基本的なところに戻っての徹底が必要というご趣旨であろうと思い

ます。そうしますと、この中間取りまとめの案の中では、どちらかというと、そういう基

本的な動作というところについては必ずしも言及がないのですが、今のご指摘は非常に重

要ですので、そういう基本的な部分についても、今ご発言あったような趣旨を何らかの形

で盛り込むのが適当ではないかなと思いますので、ご検討のほど、事務局のほうでお願い

いたします。 

【金子交通企画課長】  検討していきたいと思います。ぜひまた、他の海事局を初めと

する部局との連携も大変重要でございますので、関係省庁連絡会議などを通じまして情報

を共有して、水平的な協力関係というものをどんどん強めていきたいと思っております。 

【落合分科会長】  ほかの点でございますでしょうか。 

【今津委員】  非常に広くたくさんのことが挙げられておりまして、これを実行してい

くのには、先ほど２２ページにあったように、施策展開にあたっての重要事項とあるよう

に、やはり見直したり、その都度チェックしたり、ＰＤＣＡで回すというようなことが必

要になるかと思います。それで、もしできれば、今までは５年ごとにビジョンを出すとい

うのが主体であって、その間のチェックが、必要に応じてしかやっていなくて、恒常的に

は余りやられていない。それで、それらを含めて、ぜひフォローアップの体制みたいなも

のの構築を考えていただければなという気がしております。 

 以上です。 

【落合分科会長】  ありがとうございます。まさにそのＰＤＣＡサイクルを、取りまと

めの実現過程においても明確に意識して行動する必要は確かにあります。そうしますと、
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決めるときだけ集まり、後は５年フォローアップがないというようなことは避けるべきか

と思います。事務局のほうはいかがでしょうか。 

【金子交通企画課長】  今、先生からお話のあった点、私どもも大変重く受けとめてお

ります。やはり、こういった決めていただいたものを、きちんと責任を持って進捗状況を

ご報告するという機会は、いずれにしてもどこかで設ける必要があるだろうという、その

認識は大変強く持っております。恐らく分科会の中にそういったような部門を設けるとい

うのが一番適当かと思っておりますけれども、海事分科会の事務を担当する海事局も含め

て、そこは前向きに検討して、例えば、今、海事分科会の中に船員部会という部会がござ

いますけれども、私どものこういった施策をチェックするような部会について創設できな

いかどうか、そこをちょっと検討してまいりたいと思っております。 

【落合分科会長】  どうかよろしくお願いいたします。前田委員どうぞ。 

【前田委員】  外国船舶協会の前田です。 

 先ほどの小型船舶の海難の話なんですけど、一応テーマとして小型船舶とまとめて挙げ

られているんですけれども、プレジャーボートの整備不良とかというのと、漁船の重大事

故とかいうのは、同じ１件でもかなり違うと思いますので、そういう意味ではプレジャー

ボートと漁船というのは性質も違うと思うので、このサブアイテムになるかもしれないん

ですけど、分けて取り組んでいただけたらと。 

一たん事故が起こると、もちろん漁船の乗組員の方というか、ご家族も大変なあれなん

ですけれども、当たった商船のほうも相当な、経済的なものじゃなくて、社会的な罰則だ

とか、内部での問題とか、双方にとってというか、非常に大きな問題であると思うので、

やっぱり安全第一ということを考えると、ＩＴのツールを使うのか、方策はいろいろある

と思うんですけど、その中で、１つは予見性というのですか、レーダーとかそういうのを

見ながらその場で注意していくということもあれなんですけれども、結構ヒヤリ・ハット

を含めて繰り返し起こっていることもあると思いますので、そういう意味での季節だとか

いろいろな部分を含めた予見性とかいうものの研究も含めたもので、１つ何か注目してい

ただけないかというお願いです。 

【落合分科会長】  その点につきましては。 

【豊藏航行指導室長】  航行指導室長の豊藏でございます。 

 ただいまのご指摘につきましてですけれども、現ビジョンの記載に基づいて申しますと、

海難の分析ですとか、関係省庁との連携、安全対策の検討、施策の推進、あるいは緊急情
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報の提供とか、ＡＩＳの普及、こういう切り口で申し上げれば、漁船とプレジャーボート

等を明確に書き分けるということなく小型船舶の一くくりでよろしいかと思って、分けて

ございません。 

ただ、ただいまのご指摘のとおり、海難の分析等におきましては、よくよく、その漁船、

一般のプレジャーボート、あと、もちろん大型船、中型船もそうですけれども、海難の原

因となったところを、それぞれの行動形態に着目してきちんと分析し、ここに書いてござ

います、いろいろな施策を実施するに当たって、よく踏まえてやっていきたいと思います。 

【落合分科会長】  前田委員、いかがですか、今のようなことで。 

【前田委員】  はい。 

【落合分科会長】  福永委員、どうぞお願いします。 

【福永委員】  日本水先人会連合会の福永です。 

水先人の立場から３点ほど意見を述べたいと思います。前回の分科会で発言した内容と

重複するところもありますが、ぜひご理解をお願い致します。 

 まず、１番目は、来島海峡の航法です。確かに、順中逆西というのは、世界でも例を見

ない特異な航法であることに間違いありません。また、資料にもありますように、航路両

端における交差部で海難が発生していることも確かです。しかしながら、一方では、こう

いう強い潮流の中で、複数回の大角度の変針をしていくときの船舶の操縦性能という観点

で見ますと、この順中逆西という航法は非常に理にかなっているわけです。 

そういった意味で、この航法は１００年以上の歴史を持ち、先人が海難を防止するため

に知恵を絞り、工夫をした結果として連綿と続いてきているわけです。航路法線の改訂と

いう話も出ておりますが、曲線が直線になるわけではありませんから、かなりの部分で変

針角度は大きなままだろうと思います。 

そういった中で、一方通行にして順中逆西の航法を解消することで、より安全性が高く

なるのか、あるいは現行どおりで航路両端で若干の交差はあるにしても、船の操縦性を優

先したほうが安全を維持できるのか。資料にも示されていますが、「客観的な評価を交えた

検討」を推進することになっておりますので、ぜひ、地元の関係者や学識経験者といった

いろいろな方の意見を十分に聞いて、更に、シミュレーション等も実施して、的確な検証

をしていただきたい。これは強くお願いしたいと思います。 

 ２番目は、情報の提供という項目ですが、皆さんご承知のように、東京湾、伊勢湾、大

阪湾というのは、非常に船舶交通のふくそうしている海域でありますし、一方で漁業生産
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の場でもあります。ともに共存しながら、かつ安全を図っていかなければいけないわけで

すが、この分科会においてＡＩＳの有効性は皆さん確認されておりますが、漁船にＡＩＳ

を搭載するというような話は、コスト面からも、それから運用面からもかなり難しいだろ

うと思います。 

そういった意味で、これにかわるもの、要するに一般航行船舶や操業漁船の情報を提供

できるものとして、例えばマーチスがお持ちのレーダー映像をウェブで公開するとか、そ

ういった既存装置を有効に活用する。何も新しい装置を作る必要はなく、現在、マーチス

さんのほうで持たれている情報で十分だろうと思いますので、そういった情報提供という

もののご検討をいただきたい。もちろん、いろいろなセキュリティの問題などもあると思

いますが、特に漁船が集団で動くときに、その動静を予め把握しておくことが一般航行船

舶にとっては非常に大切ですので、ぜひ、情報提供についてご検討をいただきたい。 

それからもう一つは、管制の盲点に関する問題です。資料２の８ページをご覧ください。

これは前回の分科会でもお話ししましたが、ここに「一元的な船舶の動静監視・情報提供

の整備」という項目がございます。イメージ図の左側の絵にありますように、例えば、こ

の絵の緑色の部分、港則法による航路での、あるいは港内での管制をしっかりとやっても

らっていまして、私ども水先人にとっても非常にありがたいと感謝しております。それか

ら一方、海交法の航路でのマーチスさんによる管制もしっかりやっていただいています。 

ところが、例えば鶴見航路から出た船が、航路を出た途端に港内の管制としては終わっ

てしまうわけで、その船が、いきなり横浜航路の出入り口をすれすれで通っていくような

むちゃをすることがあります。そういうところには、まだマーチスさんの管制エリアとし

ては入ってこないのです。港外航行にかかる、あるいは位置通報があって、そこからマー

チスさんの管制が始まるわけですけど、こういった港外航行の部分と、港内の出入り口部

分との間のスポットでのヒヤリハットの例が多く、このあたりに盲点のようなところがあ

るように我々は常に感じているのです。そういった意味で、港内管制と航路管制あるいは

水域管制との接点の部分のあり方というのもぜひ検討していただきたい。 

以上３点、よろしくお願いいたします。 

【落合分科会長】  それでは、それぞれの点につきまして。じゃ、どうぞ。 

【豊藏航行指導室長】  航行指導室長の豊藏でございます。 

３点のご指摘、ありがとうございました。まず、１点目の来島の順中逆西の航法の見直

しの件につきましてですが、繰り返しになるかもしれませんが、もちろん安全性、妥当性
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に十分留意して、皆さんの意見を聞きつつ、航法の解消の可否について検討を進めていき

たいと思っておりますので、その点についてはご安心ください。 

 ２点目の大阪湾などにおけるレーダー情報の提供の件でございますけれども、ご指摘は

よくわかりました。大阪湾全体の安全対策の中で、必要性などを踏まえて今後検討してま

いりたいと思いますので、よろしくお願いいたしたいと思います。 

 ３点目の管制の接点が今うまくいってないということにつきましては、これもご指摘を

ありがとうございました。今、委員ご指摘の図面にもございますように、今後、港内交通

管制室の統合をする一環として、当然のことながら、これは東京湾海上交通センターとの

連携を強化していくことも織り込んで検討していこうと思っておりますので、また検討の

過程においていろいろご意見等を伺うこともあろうかとは思いますが、中長期的には、そ

の接点をうまくつなげるような方向で対応していくこととしたいと考えておりますので、

この点についてもご理解のほどをお願いいたしたいと思います。 

【落合分科会長】  それでは、福永委員、今の事務局のほうの答えですけれども、何か

ありますか。 

【福永委員】  ひとつ十分にご検討いただくようよろしくお願いいたします。 

【落合分科会長】  それでは、その次。 

【木場委員】  ご説明ありがとうございました。たくさんあるのですが、時間がないの

で３点ぐらいに絞らせていただきます。 

 まず１点目なんですが、いろいろご説明を聞いていて、今回の政策が、国民の皆さんに

も興味を持っていただくような工夫が必要だと感じています。例えば貨物、物流が滞った

場合に、国民生活にどういう影響があるかというところは非常に大きいと思うのです。私

も港湾等々の審議会に出なければ海の物流というのが９９％もあるなどということは、な

かなか私以外の国民の皆さんも実感としてはないと思うので、そのあたりを、例えば施策

の冒頭のところに入れ込んで欲しい。確かに安全・安心な社会は、国民全ての願い、なの

ですが、もう少し踏み込んで、国民生活への多大な影響を考えて物流が滞ることがないよ

うにというような表記も必要だと考えます。それによって、交通政策を身近に感じてもら

えるような工夫をしてはどうかというのが１つ目です。 

 あと、載っていた順に言いますが、１つ気になったのが、海外の外国船籍の事故が日本

に比べると、割合で言うと３倍といのうがありました。これ、日本に比べて海外は困った

ものだ、という報告で終わるのだと少し心配です。 
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つまり、日本が海外から選ばれる港に日本がなってほしいというのがあって、例えば環

境に配慮しているとか、そういう物差しでも選ばれるということをよく聞きますし、そう

いう意味で言うと、日本での事故が日本船籍の３倍もあるというのは、いいことではない

わけです。もっと港の特徴等々をもうちょっと把握してもらって、事故につながらないよ

うに等々の工夫をどのようにしていくのかという部分も知りたいところです。そのあたり

もちょっと踏み込んでいただければと思います。 

次が、前回、ＡＩＳについてかなりしつこく質問させていただきましたが、いろいろな

ことを伺っていくうちに、小型船、漁船等々でＡＩＳを搭載するというのは、コスト面、

いろいろなところで大変だというのはよくわかってきました。そこで、たびたびスマート

フォンの活用というのが出てくるんですが、私たちからすると、どんなことができるのか、

どういう活用の仕方があるのかというのを、ほかのところは結構ポンチ絵があったりして

分かりやすいのですが、この使用例を知りたい。国民から見ても、ああ、こういうふうに

使えば漁師の皆さん大丈夫ねというようなところが、もし具体例で入るようでしたらお示

しいただきたい。 

最後に、これはちょっと要らぬ心配かもしれないのですが、航路標識等々の事業の推移

というところで、計算していたのですが、この９年間で３分の１もカットになっています。

選択と集中という中で、標識の件は、非常に大事な安全・安心の必要なものなので、この

あたりは、大事なところは残すような形でぜひお願いしたいと思いました。 

 以上です。どうもありがとうございます。 

【落合分科会長】  ありがとうございました。じゃ、事務局のほうから。 

【金子交通企画課長】  私のほうから説明させていただきます。ご指摘、ありがとうご

ざいました。 

まず、物流に与える影響というのは、まさにおっしゃるとおりでございまして、物流の

効率化とか、あるいは定時性の確保、これも私どもの重要な業務だと思っております。で

ありますが、確かに、ここだと、ちらっと効率性・定時性とか書いてあるんですけれども、

ちょっと弱いと思いますので、そこがちゃんとわかるような形で書かせていただきたいと

思っております。やらせていただきたいと思います。 

それからあとは、まずはＡＩＳのほうから先にまいりますと、具体的にどんなものがあ

るのかということでございますが、実はスマートフォンとＡＩＳとの関係で申しますと、

今、たしか一部のところで、既にこの開発というか、実験が始まっているやに認識してお
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りますけれども、ＡＩＳのアプリをスマートフォンの中に導入するということで、そのア

プリも１,０００円ぐらいだとは聞いているんですけれども、それはスマートフォンからは

電波は出さないのですが、ほかの船舶のＡＩＳの情報は入ってくるというようなものがあ

るのだそうでございます。ですから、自分の周りに船舶がいるという状況はわかるという

ようなシステムができているようでございますので、これが一つの例なんでございますが、

こういった技術革新を踏まえたスマートフォンの活用というものも、今後、私どももどん

どんいいものであれば啓発をしていきたいと思っているところでございます。 

それから、予算の話なんですが、確かに客観的にはそうなんですが、一応、我々は非常

に工夫をしながら、先ほど説明にありましたけれども、民間委託という形で、なるべく簡

易な保守点検については民間の事業者の方にお任せをしたりとか、あるいは、例えば定期

点検をやらなければいけないのだけど、周期を延ばしたりとか、あるいは、さっき言った

不必要な標識については削減していくというような形で、私どもなりの努力をしながら、

きちんと安全を確保するように担保はしておりますので、そこは、ご心配いただいて本当

にありがたいのでございますが、安全・安心という意味では、私ども、きちんと守ってい

るということでございます。 

【木場委員】  外国船籍への周知については。 

【金子交通企画課長】  外国船籍ですが、先ほどご指摘いただいた資料は、ふくそう海

域、例えば東京湾でございますとか、伊勢湾でございますとか、関門海峡でございますと

か、極めて船舶交通が激しく、通航するのに困難を要するような場所での外国船籍の事故

が日本船籍の３倍あるということでございまして、トータルで考えますと、それほど実は

変わっていないというデータもございまして、航行が非常に難しいところに、当然外国船

舶は言葉が直に通じないとか、そういうこともございますので、そういったところは、今

でも英語での呼びかけとか、あるいはホームページやパンフレット、それは４カ国語ぐら

いのパンフレットをつくりまして、複雑な海域の特徴について周知をしております。です

から、こういったことを、今後ともより強化して、外国船舶により安心して通ってもらえ

るような環境をつくっていきたいと思っております。 

【落合分科会長】  木場委員、いかがですか。よろしいですか。 

【木場委員】  ありがとうございます。一言だけ。 

 例えば、その外国船籍が自国を出るときに、必ずこの港に寄るというのは事前にわかる

のですか。つまり、出向前に、日本の港の特徴を知らせる術はないのか。つまり、来てか
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ら英語でどうこうやる以外に。 

【金子交通企画課長】  基本的に、恐らくその代理店を通じて予定は把握できると思い

ます。それからあとは、ＡＩＳを積んでいれば、ＡＩＳ電波を感知すれば、その船舶の行

き先までわかりますので、そこはある程度私どもも把握できるところであります。 

【木場委員】  わかりました。ふくそうの地域だけだとはおっしゃっていますが、やは

り３倍というのはかなり高いと思ったので、そのあたり、今後、よろしくお願いします。

ありがとうございました。 

【落合分科会長】  ほかの点でございますか。 

【前田委員】  外国船籍の話が出てきましたので、外国船舶協会の前田です。 

 ぱっと見たときの理解は、これは全体の母数というのですか、母数がまるで違うので、

多分ほとんど外国船籍だと思うんですけれども、今、日本の港に出入りしているのは、内

航船とかを除けば、外航船はかなりの部分が外国船籍だと思うので、母数が多分違うとい

うことも影響しているというふうに理解していたんですけど。だから、その母数を、例え

ば事故を起こした日本船籍割ることのトータルの出入りする日本船籍対事故を起こした外

国船籍割ることのトータルの外国船籍とやったときの比率でも３倍になるという理解では

ないというふうに理解しております。 

【木場委員】  一般の者にはかなり難しい。 

【落合分科会長】  この点はいかがですか。１２ページで、事故発生確率の算定の方式

というか、その式が下に出ている。外国船対日本船が３９対６１、この数字が意味すると

ころ、３倍ということの意味するところというのは。 

【金子交通企画課長】  この通航船舶は、１日当たりの船舶の数をもとに比率をあらわ

しておりますので、これは全体の傾向として、大体外国船舶４に対して日本船舶が６だと。

これは船舶の通航の傾向だと思っていただければいいと思います。そういった中で、事故

を起こした船をピックアップしてその割合を計算すると、通航船舶の傾向とちょっと逆の

傾向が出てくると、こういうことでございますので、左側は傾向値というか、そういった

ものと考えていただければいいと思います。 

【落合分科会長】  もしそういう点について読む者のほうで多少誤解等が生ずる可能性

があるのだったら、もう少しわかりやすく趣旨を示すということでお願いしたいと思いま

す。 

 ほかにございますか。 
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【淺野委員】  最初に今津先生がおっしゃったこと、大賛成で、ぜひとも、部会という

名称かわかりませんけど、分科会のもとに常設的な審議を行っていただくグループをつく

っていただけるのがいいかなと思っていますので、それが１点でございます。 

 ２点目は、先々のことに関しまして委員からいろいろな意見が出ています。おおむね一

点目は、ＡＩＳみたいな、位置をどう通報し、それの精度を高めてくるのか、あるいは大

型船、小型船に対する責務の分担をどうするのかという議論です。二点目は、管理センタ

ー側のナビゲーション、あるいはサーベイランスを、どういうふうに将来持っていくのか。

それは恐らく広域の管制と、それから湾の管制と、もう少し小さな港則法に絡む管制とい

うような、段階的なハイァラーキ(階層制)があると思いますけれども、そういうふうなと

ころをどう設計していくのかという話です。それから三点目は、位置の表示であったり、

気象通報であったりというふうな、船舶がどういう情報を、どのタイミングで、どれほど

欲しがるのかということを意識した、その中には恐らく新ＩＴを使った方法というものが

入ってくると思いますけど、そういうふうな話です。と、きっと大まかに分けて幾つか分

類できると思うんです。航空なんかではよくＣとＮとＳという、コミュニケーションとナ

ビゲーションとサーベイランスという分け方をしますので、そういうふうなジャンル分け

して少し課題整理をするということを、最後のところの新技術の開発目標に織り込んで検

討していただければいいと思います。これは取りまとめの中で書けと言っているわけでは

なくて、新しい部会で、そういうふうなことに少し分類しながら議論いただければよろし

いかなと思いますので、よろしくお願いします。 

【落合分科会長】  ありがとうございました。事務局のほうで何か。 

【金子交通企画課長】  ご指摘ありがとうございます。まさにそのようなことを意識し

ながら、今後のこの交通ビジョンに対する私どものある意味説明責任と申しますか、そう

いったものをきちんと果たしていきたいと思っております。ありがとうございます。 

【落合分科会長】  ご発言、お願いいたします。 

【鈴木委員】  日本船主協会の鈴木でございます。 

関心はほかの委員の方と同じで、小型船舶の事故防止という点でございます。１つ、提

言でございますけれども、前回、地方との役割分担ということでちょっと申し上げたんで

すけれども、関係団体との連携強化ということを触れられているんですけれども、小型船

舶、漁船等々については、地方に果たしてもらう役割というのがかなり大きいのではない

かなという気がするので、その辺、地方に果たしてもらうべき役割というのをもうちょっ
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と具体的に盛り込んだらいいのかなというふうに感じました。 

それからまた、交通管制室、あるいはマーチスの機能強化、ここもやっぱり小型船の事

故防止ということについては、かなり大きな役割を果たしてくるだろうと思われるので、

ここの部分についても、具体的に小型船の事故防止という点に突っ込んだ施策というふう

に書かれたらいいのかなと感じました。 

【落合分科会長】  ありがとうございました。それでは、事務局のほうからコメントを。 

【金子交通企画課長】  ありがとうございます。そのあたり、また含めて検討させてい

ただきます。 

【落合分科会長】  ほかの点で。どうぞ。 

【立川委員】  この中で、情報伝達ということの観点から、お伺いをしたいと思います。 

 携帯電話ですとか、スマートフォンとか、いろいろなＩＴ技術の進化によって情報伝達

の方法というのは幅が広がってきているわけです。ましてや、戦略的技術開発ですか、こ

の中で、無線を使った５ギガ帯の海上ブロードバンドというような話が出てきています。

そのようないろいろなアイデアといいますか、方向性が出てきているのですが、海上に向

かっての電波の発信がなかなか進んでない気がするのです。ないしは、エリアが非常に狭

い。これをいかに広げていくのかというのが船舶航行の安全に寄与するのではないか、影

響するのではないかと思っている次第です。そういう意味では、通常時のエリアの拡大の

問題もありますし、それはなかなか民間企業が入ってこないとインフラ整備ができないと

か、いろいろな問題があろうかと思うんですが、ぜひその点を、指導といいますか、推し

進めてていただけるような施策、ないしは方向性を掲げていただきたいと思う次第です。 

 それから、通常時はそういうことであるわけですけれども、被災時、例えば３・１１の

被災がありました。陸上における施設というのはほとんど津波でやられてしまいました。

そのときの情報伝達というのはどういうふうになったか、どういうふうにしなければいけ

ないのかという部分がまた出てくるかと思うのです。今回のこの施策、方策の中に、なか

なかそこまで組み込まれていないのではないか。例えば情報伝達という言葉があり、港内

からの、ないしは湾内からの退避の方向性というのは出てくるのですが、それ以降の例え

ば被災後の情報伝達はどうするのか、被災を救済するために湾内に入ってくるような船舶、

港内に入ってくるような船舶に対する情報伝達はどうするのか、というようなことにも踏

み込んでいただければなと思いますし、また、航路標識の問題ですけれども、浮体式の航

路標識、津波ではかなり流出をしたということが、３・１１のときにあろうかと思います。
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このようなときといいますか、今回想定されている大規模災害というときの、浮体式の航

路標識等への対策・対応、ないしは耐えられる技術開発というような面にも触れていただ

けないかなと思っている次第です。 

【落合分科会長】  事務局どうですか。 

【五十嵐整備課長】  どうもありがとうございました。整備課長の五十嵐でございます。 

 まず、電波が海上で非常に重要な情報媒体であるということは、タイタニックの昔から

言われていることであり、今でも電波は重要なものです。このため、携帯電話は、沿岸部

で活動する漁船など無線設備の整っていない船舶にとって効果の大きいものだと考えてい

ます。この中間とりまとめに再三「連携」という言葉がありますけれども、委員ご指摘の

海上ブロードバンドの普及について電波行政を担う総務省などとともに進めていくべきこ

とと考えております。 

 それから、被災時の対応等についても、関係機関の連携の中で、しっかり考えていくも

のだと思っております。 

 また、ブイや灯標などの海上標識が津波で災害を受けたときの話ですけれども、現実に

３・１１の東日本大震災では、ある程度の被害を受けました。宮城県等のように多数の標

識が被災した地域だけでなく、例えば東京湾内でも幾つかのブイが移動するといった被害

を受けました。このような航路標識の現況につきましては、航行警報等を海上交通センタ

ーや沿岸域情報提供システム（ＭＩＣＳ）等により、現在それらの標識が機能していない

という情報を提供するようにしておりました。 

そのほかに、ブイそのものにＡＩＳを積む航路標識ＡＩＳを活用して標識の障害を監視

するという考え方もあります。まだ予算等その他の条件が整っていませんが、将来的には

整備をすすめていくことになると考えます。海の上にある灯浮標とは、航路標識としての

機能を失った途端に今度は障害物になりますので、当然そういった危険性、問題点は我々

も認識しており、対応していきたいと考えています。現在、まずは航行警報等の現況の情

報を流すという形で対応しているところです。 

【落合分科会長】  立川委員、いかがですか。 

【立川委員】  先ほどからＡＩＳ搭載の拡大などいろいろな情報伝達の方法が出てくる

わけですけれども、そういう面では、全ての船舶がそういう情報を取れるという状況にな

かなかないわけで、それをいかに早く、広く周知できるかということを考えていただきた

いと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 
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【落合分科会長】  今の立川委員のご質問に関連して、例えば、今度、京浜港、海上交

通センターが統合されたとして、この統合された海上交通センターというのは、津波が来

たときでも大丈夫な位置にあるのでしょうか。 

【金子交通企画課長】  実は今、統合の計画をつくっておりまして、今後三、四年で統

合された新たな海上交通センターができるということになります。今予定していますのは

青海というところのビルのたしか８階か９階ぐらいでございますので、恐らく私どもの海

上交通センターは大丈夫だろうと思っております。 

【落合分科会長】  安全なところにぜひつくってもらいたいと思いますが、ほかの点で

のご発言は。 

【竹内委員】  東京女子大学の竹内でございます。 

 施策のところにつきまして、個々の施策や内容については特に異論もないわけなんです

けど、もう少し大きなところで、施策をする思想といいますか、考え方のところで、思っ

たところを申し上げたいと思います。施策の一番最初に、これは１ページですけど、長期

的な船舶交通安全施策の方向性ということで、海難がない社会をつくる、これが最終目的

ですね。そこでとりあえずは、その半減というか、大幅な減少ということになります。そ

のときに、そういう目的のためにこうしなければいけない、こういうことも必要だ、こう

いう設備が大事だということは書かれていますが、ものすごく意地悪く考えれば、そうい

う目的に役立つのならば何でも書いてあるんだと、そう思われてしまう可能性もなきにし

もあらずだと思います。非常に極端に言いますと、例えば、本当に海難事故をなくすなら

ば海上保安庁の職員が１００万人必要であるとか、あるいは海上保安庁保有の船舶が現在

の１００倍必要である、そうすれば必ず海難事故はなくなりますということを書かれても

別に違和感はないわけです。 

 私、別にそんな意地悪く考えるつもりは全くないので、何が言いたいかというと、つま

り、ここで書かれていることが、この目的を実現するために最小の資源で最大の効果を上

げる方法なのだということを熟慮の上で書かれたものなのかというところをちょっと問い

たいんです。費用対効果という言葉では月並みなんですけれども、つまり、最小の資源で

一番効果の上がる方法だと考えた上でどの政策も提案しているんですよというような文章

のつくり方にしておかないと、こういうことでこれだけの予算が欲しいと言っても、それ

が本当に最も効果的なのかということを聞かれたときに、困るのではないかという気がす

るわけです。 
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 先ほどもありました、例えば京浜海上交通センター、これは私も必要なことだ、統合は

大事なことだと考えています。それは考えているんですけれども、ただ、この方法が一番

効果的だということを、逐一文章中に書く必要はないですが、頭の中にだけは入れて発信

しないといけないと思います。 

 そういうようなことからいうと、やっぱり文章の中のどこかに、こういう施策が一番効

果的なんだ、これが一番費用対効果がよくて、最小のコストや資源で最大の効果を上げる

唯一のものなんだ、そういうことを検討した上でここに書いてあるんだというようなこと

が、文章の中にどこか１行でもいいからあるといいなと思いましたので、申し上げました。 

 以上です。 

【落合分科会長】  竹内委員のいわれた費用対効果の検討が重要であるというのは非常

に重要なポイントですので、ご検討いただきたいと思います。 

 ほかの点でございますか。よろしいでしょうか。大分時間も終わりのほうに近づきつつ

あるわけですが、このまとめの基本的な方向、あるいは基本的な叙述の仕方というあたり

につきまして、何かご意見があれば伺いたいと思いますが、何かございますか。よろしい

ですか。 

 それでは、特にないようですので、そういたしますと、きょうのご議論というものを踏

まえた上で、最終的な取りまとめ、すなわち答申案というものを、次回の分科会で検討し、

まとめるということにしたいと思います。とりわけ、本日の審議の中で、この分科会のも

とにフォローアップ、モニタリングをする部会というようなものを設ける必要があるので

はないかというご発言もあり、事務局のほうでも、真剣に検討するということでしたので、

ぜひそのフォローアップが十分できるような仕組みを、次回の最終取りまとめ案の中には

入れる方向で検討していただきたいと思います。 

 それでは、次回の予定につきまして、事務局のほうから何かご連絡事項等はございます

か。 

【大谷企画調査室長】  事務局のほうといたしましては、次回は９月の下旬ころをめど

に、委員の皆様に日程を調整させていただければと考えております。 

その中の議題といたしましては、今、会長が言われましたように、答申案というもの、

それから、部会の設置につきまして意見が出ておりますので、海事分科会の担当部局であ

ります海事局のほうと、また海事局等々関係先がございますので、調整をさせていただい

て、整理できましたら、３回目の分科会で追加の議題として上げさせていただければと思
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っております。 

以上でございます。 

【落合分科会長】  それでは、日程調整の依頼が、事務局のほうから行くと思いますの

で、ご協力のほど、お願いいたします。 

 それでは、事務局のほうにバトンタッチします。 

【大谷企画調査室長】  本日は、長時間どうもありがとうございました。本日いただき

ましたご意見、それからまた、本日欠席されている委員もございますので、そのご意見も

踏まえながら、先ほど意見をいただきましたように、書き込むところ、強調するところ、

また例示とか、ＰＲとか、そういう面に注意をいたしまして、最終の答申案ということで

説明させていただきたいと思います。また、その資料ができましたら、今回と同じように

事前に説明させていただきたいと思っていますので、またその節はよろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、これをもちまして、第２６回海事分科会を終了いたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


